




(2)広 域 イー サ ネ ット

広 域 イー サネ ットサ ー ビスもVPNの 一 種 であることに変 わ りはな い が 、パ ケット

転 送 処 理 を行 うの が ネ ットワー ク層 の レイや 一-2で 行 う点(IP-VPNは レイヤ ー

3)が 異 なる。そ の た めIP以 外 のプ ロトコル を扱 うことが で き、ネ ットワー ク設 計 に

自由 度 が ある。

主 として地 域 事 業 者 が 提 供 してお り、利 用 で きるの は 大 都 市 圏 で ある。NTT

東 日本 で 提 供 して い るサ ー ビスを例 に 取 り上 げ ると、「メトロイー サ 」で あ り、「ス

ー パ ー ワイドLANサ ー ビス」で ある。県 単 位 で の 電 子 自治 体 の システ ムな どに

かな り使 わ れ てい るようになってきて いる。

3.31P電 話 サ ー ビスの 開 始

電 話 も企 業 にとって 重 要 なアプ リケー ションで ある。これ につ い て は 、1章2.

1を 参 照 。

3.4ユ ビキタスサ ー ビスにより企 業 活 動 範 囲 広 域 化

「ユ ビキタス」とい う言 葉 が ようや く認 知 され るように なってきた が 、この ように 、I

P網 をバ ックボ ー ン として 、何 処 でも使 えるとい う環 境 が徐 々 に整 っ てきた。もっ

とも、実 はまだ まだ 問 題 が ある。

例 え ば 、あ る人 が ある人 に 、何 か ファイル を送 るとす る。ところが 、そ の相 手 の

人 の状 況 をネ ットワー クは 知 らない 。つ まり、相 手 は100Mbpsの 回 線 で 、非 常

に速 い パ ソコン持 って いるので あれ ば 、そこに1GBの ファイル を送 っても何 の 問

題 もな い。しか し、相 手 は500kbpsし か ないADSLだ った 場 合 、そこに何GBも

のファイル を送 ると、そ れ だ けで お そ らく使 用 不 能 に なってしまう。

現在はそういう情報 をサービス側がもっていない状況であるから、このまま進

行するとネットワークが正常に動作 しなくなる可能性 がある。そういう意味ではユ

ビキタスサービスミドルウェア群 といった分野が確 立されないと非常 に危ういネッ

トワークが出来てきてしまう。っまり、サイバーテロに非常に弱いものになってしま

う。ユビキタスネットワークには、そのような課題 がある。
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一 方
、プラスの 面 は 、や は り何 処 にい ても同 じような環 境 が 使 えることで ある。

2003年1.月28日 に 、NTTと ドコモ でFOMAと 固 定 の ブ ロー ドバ ンドとを繋 ぐ実
'
験 をす るとの発 表 が あった が 、本 当 にFOMAで 顔 を見 な が ら会 議 す るか どうか

は別 にして 、ビジネ スユ ー スで い うと、例 えば ファイル を共 有 しなが ら何 か が で き

るとか 、何 処 に いてもで きるとい ったことは 、お そ らく企 業 活 動 のスピー ドア ップ と

い う面 では プ ラス になると考 えられ る。

図2.3ユ ビキタスネットワークにより企 業活動範囲がより広域 に

モパイルの活用により全集内基幹システム と外出先社 員闇で、

いつでも、何処でも、どの樟な端 末からでも適切な情報 伝達ができる社会へ

・配送粟・運輸婁(車両追跡を利用した車両運行、荷物管理)
・リモートVPN

・他

〔{";、 蹴{'vetigir"rlチIlt～ 躯 ⑱

出典:NEC

4.ITを 利 用 した経 営

基盤 としてのネットワークサービスは、電気通信 市場 の競 争激化 によって非

常なスピードで整 いっっある。料金 の低 下により、中小 企業でも高速大容量 の

ネットワークを調達することが可能になってきている。問題 は、こういったネットワ
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一クサービスをいかに使 いこなすかである。ブロードバンドににより画像などの大

容量データも瞬時 にやり取りできるようになり、既存のネットワークを利用 したア

プリケーションも変質する。アプリケーションも新しい局面 に入ったと言える。

4.1サ プライチェーンマネジメント(SCM)

ブ ロードバ ンドネットワークとITに より、情 報 共 有 空 間 が拡 大 す ることで、部

品や素材の調達から製 品の生産 、消費者反応の製品フィードバックといった一

連 のサイクルのマネジメントがより高度なレベルで可能 になる。

図2.4サ プライチェー ンマネジメン ト(SCM)

フひζ乎一ド'ぐント'ネyトワークとfTS二より情 報ttfiの 空聞が拡.X、頷違.生 産の8寺闇

驚 風 消費者反応の製品フィー柏商民女で●夢イクルマネジメ汁を実現飽きる

CA◎

Co目abOr欲ien
{ピ)s烈'`ζ ご◎'戸 ▼剛k漁t頂}.1

出典:NEC

4.2カ スタマー ・リレーションシップ ・マネジメント(CRM)

CRMは 、顧 客 とのダイレクトパスを作 るシステムなのであるが、過去 は非常に

大きな高いシステムしかなかった。現在はボタン電話のようなものでできるように

なり、直接顧客 とのチャンネルを作るという意味では、そのような仕組 みの方が
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コストパ フォー マ ンス 良 くできる。

図2.5カ スタマー ・リレーションシップtマ ネジ メント(CRM)

エン口減 遷融 認 識罐 嚢}ご扉ガ

wtU.11,

Eδ1 魏,

出典:NEC

4.3ブ ロードバンドとナレッジマネジメント(KM)

ナ レッジとブ ロー ドバンドに何 の関係 があるかというと、「知 」というものを文章

にすると形式知 に変わるが、形式知 として表 せられないものがあって、俗 にノウ

ハウとか暗黙知 とか呼 ばれている。それを映像 というツールによって保管 できる

のではないかという考 え方が出てきている。

具体的な例で言うと、例 えば、埼 玉県川 口市は鋳物 の街なのであるが、なか

なか後継者 がいなくてノウハウを伝 えられない。そこで、埼 玉大学と組んで映像

にすべて撮ってアーカイブすることを続 けていると聞いている。それで本 当にノ

ウハウが100%伝 わるかどうか はわからないが、ビジネスにはかなり使 えそうなツ

ールに思われる
。
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具体的に進んでいる物 としては、自動車の整備 の仕方がある。どこから手を入

れて、どこを回すと何 がどうなるといったことが、マニュアルを読んでもわからない。

映像化して必要なところだけ流 すといったことが取りくまれている。

4.4eマ ー ケットプ レイス

eマ ー ケ ットプ レイスも、鉄 鋼 な どは 随 分 早 か った が 、ようや く言 葉 だ け で は な

くて、ネ ット上 で い ろい ろなことが なされ ることが増 えてきた。モ デ ル としては 、マ ッ

チ ングとかオ ー クションな どが盛 ん に使 わ れ るようになって きた。このように 、自分

で 作 るよりもす で にあるもの を使 うことによって効 率 を 上 げ るとい うや り方 は 、資

金 力 の弱 い 中 小 企 業 にとってプ ラスで あろうと思 わ れ る。

4.5ブ ロー ドバ ンドネ ットワー クとITの 活 用 例

(1)CADコ ラボレー ション

ひ とつ の例 としてCADコ ラボ レー ションが ある。最 も有 名 な の が 自動 車 業 界

であ る。自動 車 は 何 万 点 か の 部 品 で で きて い て 、しか もほ とん ど別 の 所 で作 っ

ているた め 、設 計 の時 か ら協 調 して作 ってい くというや り方 で ある。
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図2.6CADコ ラボ レー ション"ネ ットワークを介 し協 調 した業務 の遂 行でコスト削減"

幽鋤 酬 ⊇噛 繍 無 亘わる各社礁,,
蟻 鮪 醒騨 鎮撫殺なり・煕リ三噸 鱒 難 姻猿 鍵

自動車象界の

CADデ ータ転送プラットフt－ム

・CADデ ータ容量:数MB(2次 元)～数十MB(3次 元)

・データ取扱い件数:数 百件/日

・CAD取 引企票数:数 十社～

齢

(C)rgECCorporation20a3

出典:NEC

フ.ロート.A◆ント.ネットワ7ク

(IP-一・VPN)ノ

宗一参

考ンタ

魁

(2)ネ ットワーク上 での共 同作 業

アニメ製作 において現在動いている仕組みである。元請 が最上位 にいる。実

際にその絵をつけたり、絵を描いたりするのはほとんど個人で仕事 している人達

で、そういう人をブロードバンドで結んで、協調して仕 事をする。これは随分前か

ら行われている。

(3)バ スロケーションシステム

これはバスが今何 処にいるか、いつ来るかを知らせるものである。

(4)ニ ュv・・一・Lスオ ンデ マンド配 信

ニ ュー スの編 集 を手 早 く行 い 、30分 ぐらいで 見 られ るように す る。

(5)ブ ロー ドバ ンドで映像 コンテンツ配送

映画館 にデジタルコンテンツとして映画を届 けるものである。NTT西 日本 と

東 宝 とでやっている。
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(6)ス トリー ミングによるマ ニュアル 配 信

自動 車 の 修 理 工 場 、整 備 工 場 と、自 動 車 メー カー の メンテ ナ ンスの 部 門 を結

ぶ ようなもの で ある。今 まで はマ ニ ュアル を引 っ張 り出 してきて 、コピー して 、FA

Xで 送 るとい うや り方 をして い た が 、そ れ が映 像 の アー カイブ の ようなもの に まで

進 もうとしている。

図2.7ス トリー ミング によるマニュア ル 配 信

琳攣禦雛 綴織遥響縦
恥 力がらの8塞熟 慮 麓鐙 …撚i鷲 鮎大薮願 ・

《`膓、}《`殉 怜悩 海oξKぴ

出典:NEC

(7)ASP事 業者 の有す るアプリケ一一ー一・ションサービス利用

自分 のところでIT技 術 者 を持 たないでや るた めには、や はり一つはASP事

業者 を使 うというや り方 がある。これは使 うだけではなくて、ASP事 業者 のエンジ

ニアを使 えるという面でもプラスになる。

(8)地 域 で取 り組 んだブロードバ ンド化

志 賀高原 に130ぐ らいホテル ・旅 館 があるが 、観 光協会 がとりまとめ、あるア
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ルペンの大会 にも合わせ、100Mbpsの 光を張り巡 らしていろいろなことを始 め

た。ゲレンデが映ったり、途 中、道 が映ったり、混み具合 がわかるとか、コンテン

ツとしてはそれほど大それたものでないものの、何か一つの活性化 対策 につな

げていきたいと、一所懸命取 り組んでいる例である。
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皿.中 小 企 業 の ブ ロー ドバ ンド利 用 実 態

この章では、(財)日 本 情 報 処 理 開発 協 会(JIPDEC)が 毎 年 実施 しているア

ンケー ト調 査 「情報 システム・ネットワーク化調査」の14年 度 結 果 を基 に、中小

企 業 の通 信 サービス利 用状況を概観 する。なお、ここに参照 するデータは同調

査全体 から見れ ばほんの一部である。同調査 は、中小企 業か ら大 企業 まで、

すべての規模 及 び業種を対象 に、情 報化 投資の状況 、情報 システム部 門要

員 の動 向、ITガ バ ナンスの動 向といった基礎 的データから、ネットワーク利用 動

向、あるいはアウトソーシングやASP、CMM(CapabilityMaturityModel)等 と

いった特 定 テー マの調 査 に至 るまで多岐にわたっている。毎年 、「企 業 におけ

る情報化動 向に関する調査研 究報告書」として当協会から刊 行 されているので、

興味のある方には一読をお勧めする。

1.ア ンケー ト調 査 の 概 要 .

平 成14年 度 の 情 報 システ ム ・ネ ットワー ク化 調 査 は 平 成14年9月 末 現 在 を

調 査 時 点 とし、平 成14年11Eか ら12Eま で を調 査 期 間 とした 。9,717通 を発

送 し、1,633通 の 回 答 を得 た。規 模 か ら見 た 回 答 者 の 属 性 は 以 下 の とお りで

ある。

図3.1従 業 員 数 から見 た回答 者 の属 性
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2.情 報 化投 資 関 心 分 野

まず 、情 報 化 の課題 についての関心度を、従業員規模別 に見ると図3.2の

ようになる。なお 、実 際 の調 査 では39項 目にわたっているが、ここではネットワー

ク関係 のみを抜粋 している。

図3.2に よれ ば 、概 ね 従 業 員 数 に比 例 して 関 心 が 高 まって いるもの が 多 い 。

特 にTCO(情 報 化 総 費 用)、 ナ レッジ マネ ジメントの 必 要 性 、CRM、 サ プライチ

ェー ン ・マネ ジメントは 、会 社 の 規 模 に 直 結 す る事 柄 で あろう。一 方 、規 模 にあ

まり関 係 の無 い結 果 となってい るもの は 、ブ ロー ドバ ンド、対 消 費 者EC(電 子 商

取 引)、Webサ ー ビスな どで ある。

ブロードバンドについて大企 業より中小企 業の関心 の方 が高いのは、大企

業の場合すでに整 備が終 わっているからと推測 できるが、同様 のパターンを示

しているWebサ ー ビスにつ いては 、中小 企 業 独 自の狙い 目があるかもしれない。

Webサ ービスは 、インターネットによりサーバー同士をリンクさせることで他 社と

のデータ共有 を実現 するもので、いろいろな業種の会社 が結合することにより、

互いに補い合った様 々なアプリケーションが広 がるものと期待できる。

サプライチェーン・マネジメントは、川 上で全 体を取りまとめる側 にある大企 業

で関心が高くなるのは当然であるが、中小企業 同士の横 のつながりで新たなビ

ジネスチャンスを発 見することもできよう。その意 味では、やや低い点 が気 にか

かるところである。

対消費者EC(電 子 商 取 引)で は、100人 未 満 の 中小 企 業 と5,00Q人 以 上

の大 企 業 にお いて関 心 が高 い 点で 目を惹 く。これは、顧客との接 点の有 無で

両極端に分かれたものと推測 できる。
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図3.2従 業 員規 模 別ユ ー ザー の情 報 化 関連 課 題 へ の 関 心 度

02550(社 数比%)

ユビキタスネットワーク

ギガビットイーサネット

ブロードバンド

企業間EC(電 子商取引)

対消費者EC(電 子商取引)

TCO(情 報化総費用)

Webサ ービス

ナレッジマネジメント

)

CRM

サプライチェーンマネジメン

ト

電子政府

出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワー ク化 調 査

51

…一
%%1多
`Hl'Il"引1モ ■●

'
一

%多揚
物一

口100人 未 満(264)

臼100～300人 未 満(427)

圃300～1000人 未 満(488)

囚1000～5000人 未 満(316)

85000人 以 上(68)

1
彩微 多%z:;勿 フzl㌘ご

一1

-i
l、w%%多%栩

一
一

1

欝一
揚;勿 、%一 一ー
一

1
%傷 ㌘2彩 物 書微
llll鼎
一

一

1
%多 多%多 傷

物 燃～
'

1

懲こ"魁.
　

1
-一

■

…

=

…

一

1
揚
一 田
一 －E



3.通 信 サ ー ビスの利 用 状 況

3.1企 業 にお ける通 信 サービス利 用 状況

調 査企 業全体の通信 サービス利用状 況を前年度 と比較すると、図3.3に よ

うになる。ADSL及 び 広 域 イーサ ネットは前 年 度 の調査対 象 となっていなかっ

たため、前年度 との比較 はできないが、一年前は調査対象 にすらなっていなか

ったという事 実そのものが、これ らのサービスがいかに急速 に普及 してきたかを

物語っている。

ADSLは 、す で に 調 査 対 象 企 業 の38.4%で 利 用 され お り、IPネ ットワー ク

サ ー ビスも、前 年 比 で2倍 以 上 に 増 え 、広 域 イー サ ネ ットも10.5%の 企 業 で利

用 され ている。一 方 、フレー ムリレー サ ー ビスや 高 速 デ ジタル 専 用 線 は減 少 す る

過 程 にあ り、従 来 企 業 ネ ットワー クの 中 心 となって きたそ れ らサ ー ビスが 、ベ ス ト

エフォー ト型 のブ ロー ドバ ンドサ ー ビス に置 き換 わ りつ つ あ る傾 向 は 明 らか で あ

る。
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図3.3オ ンライン通信 回線サービス利用状況(前年比較)
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出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワーク化 調 査

ま

3.2従 業 員 規 模 別 通 信 サー ビス利 用 状 況

14年 度 の 通 信 サ ー ビス利 用 状 況 につ いて 、従 業 員100人 未 満 の 中 小 企 業

と、5,000人 以 上 の 大 企 業 とで比 較 したの が 次 の図3.4で ある。

大 企 業 で は 、まだ まだ フレー ムリレL…一・が64.6%の 企 業 で 利 用 され て お り、高

速 デ ジタル 回 線 も52.3%、 デ ジタル アクセス回 線 も61.5%の で 企 業 で利 用 さ

れ てい る。一 方 、広 域 イー サ ネ ットが29.2%、IP-VPNが58.5%の 企 業 で

利 用 され るようになっ てお り、VolPも24.6%と 、約1/4の 企 業 が利 用 して いる。

費 用 対 効 果 の 面 か ら見 て も、旧来 の フレー ムサ ー ビスや 高 速 デ ジ タル 専 用 線
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などは これ らの サ ー ビスに 置 き換 えられ て いくのは 間 違 い な いで あろう。

100人 未 満 の 中 小 企 業 を見 ると、目立 つ の がADSLの 利 用 で ある。100人

未 満 の 企 業 の42.5%がADSLを 利 用 して お り、5,000人 以 上 の 企 業 よりもそ

の比 率 は 大 きい。100人 未 満 の企 業 の利 用 率 が10%を 超 え る広 帯 域 サ ー ビス

を拾 い 出 してみ ると、フレー ム リレー サ ー ビス、高 速 デ ジタル 回 線 、デ ジタル アク

セス回 線 となるが 、中 小 企 業 に とって は 、この 中 で はADSLが 最 も高 速 大 容 量

の サ ー ビスと考 えられ 、しかも最 も安 い もの で ある。中 小 企 業 にとってADSLが

ネ ットワー クの主 力 とな りつ つ あることは 否 定 で きない 。

図3.4従 業員規模別通信サービス利用状況
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3.3ADSL、IP-VPN、VoIPの 従 業 員 別 利 用 状 況

図3.4の うち 、ADSL、IP-VPN、VoIPだ けを抜 き出 して 、従 業 員 規 模 別

に比 較 したの が 次 の 図3.5で ある。

ADSLは 、企 業 規 模 に 関 係 な くほ ぼ40%前 後 の 利 用 率 で ある。VoIPとIP

-VPNは
、どちらも企 業 規 模 が 大 きくな るほ ど利 用 してい る比 率 が 高 くなってい

るが 、VoIPの 方 が 、規 模 による利 用 率 の 差 が 大 きい 。

図3.5従 業 員規 模 別ADSL、!P-VPN、VolP利 用 状 況
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3.4今 後 利 用 した い通 信 サ ー ビス
1
.

今後1～2年 以 内 に新 規 利 用 を予 定 しているサービスについて尋 ねた結 果

が次の図3.6で ある。ADSLは 依 然 として高 い。しかしここには数字 がないが、

前年度より低 くなっており、かなり普及したことで新規利用という面ではすでにピ

ークを過 ぎたようである。次の段階 として、IP-VPNや 広 域 イー サネットの新 規

利 用 を考 えている企 業が多い。

IP-VPNは 、5,000人 未 満 の企 業 で 新 規 利 用 意 向 が高 く、す で にIP-V

PNの 利 用 率 が58.5%に 達 して い る5,000人 以 上 の 大 企 業 で は 、広 域 イー

サ ネ ットの新 規 利 用 意 向 が 高 い。VoIPは 規 模 による違 い は あ まり認 め られ な

い 。

図3.6従 業員規模別通信回線サービスの新規利用意向
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出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワーク化 調査
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3.5従 業 員 規 模 別IP-VPNの 導 入 状 況

IP-VPNに つ い て 、今 後 の 導 入 予 定 を含 め てまとめ たもの が 、次 の 図3.7

で ある。従 業 員5,000人 以 上 の企 業 は 、導 入 予 定 を含 め ると72.5%に な り、

検 討 中も含 めると88.4%に なる。従 業 員300人 未 満 まで の 企 業 は 検 討 中 まで

含 めると50%を 超 えるが 、100人 未 満 の会 社 は 検 討 中 まで 含 め ても39.1%で

あ り、導 入 の 予 定 は な いと回 答 した企 業 が60.9%で ある。

図3.7従 業員規模 別IP-VPNの 導入状 況

O内 は回答社数 社数比0%
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出 所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワー ク化 調 査
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3.6従 業 員 規 模 別VoIPの 導 入 状 況

次 に 、VoIPに つ い て今 後 の 導 入 予 定 を含 め てまとめたもの が 、図3.8で あ

る。導 入 予 定 を含 め ると、5,000人 以 上 の 企 業 で は す で に30%を 超 え 、検 討

中 を含 めると53.6%と5割 を超 える。1,000人 以 上5,000人 未 満 の企 業 で も、

導 入 予 定 を含 めると20%を 超 え 、検 討 中 を含 めると45%に 達 す る。一 方 、100

人 未 満 の 会 社 で は 、検 討 して い な い ところ が77%で あ る。電 話 料 金 の 削 減 は

規 模 の大 きな 企 業 に とっては 切 実 な 問題 で あろうことは 容 易 に推 測 で きる。

なお 、検 討 した 上 で 導 入 を見 送 った 企 業 も比 較 的 多 く、5,000人 以 上 の 企

業 で17.4%、1,000人 以 上5,000人 未 満 の 企 業 で20%、300人 以 上1,00

0人 未 満 の企 業 で17.3%に 上 る。これ は や は り通 話 品 質 や セキュリティ面 を考

慮 したものであ ろうか 。

図3.8従 業 員規 模 別VolPの 導入 状況
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出所:14年 度JIPDEC情 報 システム ・ネットワーク化 調 査
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3.71Pネ ットワー クサ ー ビスを利 用 す る理 由

IP-VPNとVoIPをIPネ ットワー クサ ー ビス として 一 括 りに し、そ の利 用 理 由

を従 業 員 規 模 別 に見 たもの が 図3.9で ある。「全 社 的 なネ ットワー ク見 直 しの一

環 」、及 び 「通 信 経 費 ・ネ ットワー ク運 用 経 費 等 の 削 減 」とい う理 由 が 抜 きん 出 て

い るとい うパ ター ンは 規 模 に 関 わ り無 くほ ぼ 共 通 であ るが 、100人 未 満 の 企 業

に お い て 、「顧 客 へ の サ ー ビス向 上 」を理 由 として挙 げ て い る比 率 が他 の 分 類 よ

りも明 らか に高 い。

従業員100人 未 満 の企 業 では、IPネ ットワークを利 用 している企 業 の比率 自

体が他の分類よりも低いため、これをもって中小企業 の意識 が高いと言 うことは

できないが、IPネ ットワー クを導 入 している中小 企業 に限れば、かなり明確な目

的を持っていると言える。

図3.9従 業 員規 模別IPネ ットワークサー ビスの 利 用理 由
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IV.展 望 と課 題





IV.展 望 と課 題

1.中 小 企 業 のステップ アップ

1.1ネ ットワー クの戦 略 的 な活 用

中 小 企 業 も、さす が にPCが な い とい う会 社 は なくな って きて い る。そ うい う物

を入 れ て 、あるい はLANを 入 れ てインフラを整 備 して 、インター ネ ットに繋 いで 、

コスト削 減 をや ってみ た、更 にそ のステ ップ ア ップす るた め に どうい うことをす るか

一 一 そ の フェー ズ に今 い るところであ ろう
。そ こにちょうどタイミングよくブ ロー ド

バ ンドが 安 く使 える環 境 になってきた。そ こで もう一 段 上 に行 けるの で はな いか 。

現在 、企 業はIP-VPNに 移 っている最 中 である。中小 企 業も気 がついたと

ころから移っている。ネットワーク系を持っているシステムインテグレータの仕 事

のかなりの部分がIP-VPN系 に移 っていることが増 えている大きな原 因である。

IP-VPNへ の移 行 はほとんどがそれ と言 ってもいいぐらいである。

これを中小企業 のパワーアップに本 当につなげるためには、2つ の考 え方 が

あるであろう。一つ はその自分の会社の業務 をどうするかである。中小企 業の場

合 、例 えば製造業 であれば、ゼロから製 品まで作ってしまうところはそれほどなく、

途 中工程でああったり、部分 的な組 み立 てであったり、全体 のサプライチェーン

の一部として、縦 系列 でやっている。

もう一つは、例 えば、同業者 で横 に繋 がるや り方 である。同業者 がある地域

で固まってやるとか、あるいは商店街 が固まってやる例 は、あちらこちらにある。

志賀 高原の観光組合もその例である。大 手は 自分でやるから入っていない。観

光組合 で固まって、これこれこうしましょうと、ビジネスを大きくしていこうという取

り組みである。そうすると横 につながりやすい。

サプライチェーンをっなげていくと、素材からになる。自動車の例でいうと、石

油と鉄と布 と皮が素材 で、部 品になって、車 になって、というチェーンがあって、

消費者 にわたる。最近 、廃 車もチェーンに入って、もう一回素材 に戻る。一部 は

.解 体 した段 階 でダイレクトに補修 に流れる。自動車は大きな物だから、全部大

企業でやるかというと、絶対 にそうではない。素材や最終製 品を作 るところは大

企業が多いが、部 品の加 工に入 ると、急 に裾 野が広 がって、中小 企 業が山ほ
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どつながっている。それを最終製 品を作る所が主導でやるケースと、あるいは同

業で扱うケースと、いろいろなケースがある。それをどうやったら効率的 になるか。

これはやはりコンサルタントでないとわからない。

その際に、ネットワークをどう作るか。大企 業でも今はほとんどアウトソーシング

するように変わってきている。特 にIP-VPNが 多 く企 業 の中 に入 ってきているこ

とは、まさにネットワークアウトソーシングの一形 態だとも考えられる。自分で苦 労

して作るよりも使わせてもらった方 が良い。大企業 でもその方 向に行っているか

ら、中小企業 に関しても同じことが言えるのではないか。先行 しているところは、

更なる売上アップのため、活 用にまさに取り組んでいるところであると思われる。

1.21T人 材 不 足へ の対処

中小 企 業 のIT化 状 況 につ いては、LANが どのような形 式 かは別 にして、か

なり普及している。IPを 使 おうとした時 に鍵 になるのが、ファイヤーウォールを持

っているかどうかである。ただし、活用していると言えるのは半分 というところであ

る。中小企業では、ITの 専 門家 が社 内 にいないことが一 番の悩みとして訴 える

人が多い。もっとも、本 当にやろうと思えば1人 とい うわけにはいかず 、何 人 かの

チームで持っていないと仕事ができないから、そこまで人を雇って社 内でいろい

ろやってもらう程の余裕 はないのが実態であろう。

そこで、かなり増 えつつあるが、ITコ ーデ ィネー タを使 っていくのも一つの方

法である。当時 の通 商産業省 が 「ITコー ディネー タ」という資 格 を作 った。現在

は全国で3,000人 を超 えたくらいであろう。ITコ ーディネー タの 資格 を持 った

人 が相 当増えてきて、中小企 業あるいは地方 自治体でも随分利 用している例

がリポートされている。中小企業診 断士や税理 士とか、そういう資格 をすでに持

っている人が受けるケースがかなり多いようである。そういうものを利 用するという

のも、一つの解であろう。

ITコ ーデ ィネ ータはシステム段 階 だけではなく経 営段階から入ってやる。今

は自動 車でも系列が半分ぐらい切れていて、オープン調 達しているところが多

い。そういう意 味でいうと、ブロードバンドなりITな り、ネットワー クなりインターネッ

トなり、マーケットプレイスなりを使 うことによって 自分の業態を広 げることが可能

な環境 が整ってきたと言 える。.
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2.中 小 企 業 の課題

中堅 中小 企 業 では 、やはり40代 ぐらいまでの若 い2代 目社 長 のところが早 い。

そうでないところは少 しも進まない。

中小企 業の社長 にとって、ツールとして、ブロードバンドないしIT関 係 を使 っ

て競 争 力 を強 化 し、多 角 経営型 のマーケットに広げ、取 引を親 会社 以外 に広

げていき、世界的 にビジネスを広げていくことは楽しみであろう。しかし日産 自動

車 は経 営 再建のため系列の部 品組 合 を全部なくした後を見 てみると、他 に手

を広げて大 きくなったところと、小さくなったり、どこかに買収 されたところとに極

端に分かれた。

ブロードバンドにしろインターネットにしろ、ITに しろ、何 も作 ってくれるわけで

はない。効率化 に使 うのか、あるいは事 業拡大 に使 うのかという違 いはあるにし

ても、ツールに過ぎない。中小企 業の社長なり経営陣なりに、何 を考えているの

か、何をや りたいのかが無 いところは、結 局のところ何もできない。ただ効率化 し

ろと言っても、何をどうすれば良いのかわからない。自社 のコアビジネスが何 で

あって、それをどうするか明確 にすることが重 要である。

3.電 気 通信 事 業 法 の抜 本 改 正 と中小 企業への影響

3.1電 気 通 信 事 業 法 抜 本 改 正 の概 要

2002年8月7日 、情 報 通 信 審 議 会 は、諮 問 「IT革命 を推 進 するための電 気

通信 事 業 における競争政策の在 り方について」に関する最終答 申を公 表して、

競争政策の推進 と消 費者保護 を大きく掲 げ、設備保 有の有無 に基づく現行 の

一種/二 種 の 区分 による規 制 を放 棄 し
、市場ごとの支配力 に基 づく規制 に転換

することを明確 に打ち出した。

この答 申の主な内容は以下のようなものである。

65



情報通信審議会 「IT革命 を推 進 す るための電 気 通信 事業 における競争政策

の在り方について」に関する最 終答 申(2002年8月)

(1)新 規 参 入 の促 進

① 設 備 ベースとサービスベースの双方から競争進展を図る。

② 多様なネットワークによる競争 が進 展する環境を整備する。

(2)ネ ットワーク開放 型 競 争 促 進 政 策 の推進

① 公衆網再販はNTTの 経 営 判 断 に委 ねる。

② 接 続 料 と利 用者料金の関係 を検証する。

③OSSの 開放 。

(3)構 造 問題(NTTを 卸 と小 売 に分 離)

① 引 き続 き慎 重 に検 討 。

(1)消 費 者 トラブルの解 決 を支 援 するため、相談員の資格制度を創 設。

(2)事 業 者 が消 費 者 に情 報提 供 すべ き項 目の指針 のとりまとめ検討。

(3)電 気 通 信 事 業 法 上 の意 見 申出 制 度 や苦情処理の充実。

(4)事 業 者 による自主 的 な消 費 者 対 応 の強化。

(1)新 たな競 争 枠 組 み の在 り方

① 公 益 事 業特権 の見 直し。

② 一種/二 種 の事 業 区分 を撤廃 し、参 入 規制を大幅に緩和。

③ 退 出規制の緩 和

④ 非営利の電気通信 事業者 には最小限の規制。

(2)枠 組 み移 行 に伴 う課 題

① 一 種/二 種 区分 廃 止 に伴 う全 般 的 な見 直し。

② 原 則 として契約約款 の作成 ・公 表義務 を廃止し、当事者 間の相 対取

引に委 ねる。市場 支配 力を持つ事 業者 には引続き契約約 款の作成 ・公

表義務 を課す。ただしその場合も相 対取引を認 める。

③ サービスの特性や代替性等 を勘案 して適 当なサブマーケット毎に市場

を画定し、市場支配 力を評価する。
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④ ボトルネック設備等 に着 目したルールは引続き必要不 可欠であるが、

競争の進展と共 に見直す。

⑤ ユニバーサルサービスの確保 、電気通信番号 の付 与、技術水 準の維

持、重 要通信 の確保 等は確 実に維持。

現在この答 申に基いて法案 作成 中であり、現時点ではその全貌 は明らかで

はないが、NTTやKDDI、 日本 テレコム等 の第 一 種 電 気 通 信事業者 にとって

規制緩和になることは間違 いない。

3.2電 気 通 信 事 業 法抜 本 改正 による中小企 業への影響

この答 申において打ち出されている規制 方針転換 により、基本 的にはユー

ザーの利益が増すことになると思われるが、この中には、中小企業 にマイナスの

影響 を与えると思われるものが含 まれている。それは相 対 取 引の原則 化 であ

る。

現在 は電気 通信事 業者 に対しては、誰 に対しても平等な品質 ・料金 による

サービスを提供 することを義務付 けられており、そのための措置として契約約款

の作成 ・公表義務 が課せられている。言わば定価販売 を義務付 けられているわ

けである。これは市場 における弱者を保護 するという意 味もあるが、事業者 の利

益を確保するという意味合 いもあり、公共事業色の強 い規制である。

しかし相 対取 引を原則 とし、契約約款 の作 成 ・公表 義務が廃止 されるとなる

と、通常の他の業種 と同じく、事業者 とユーザーとでサービスの納入価格 が交

渉され決 定されることになるから、大 口ユーザーたる大企 業 は、事 業者から大

幅な割 引を勝 ち取ることができる。一方、零細ユーザーである中小企業 は相 対

取 引の恩恵 は受 けられず、サービスの利用料 金が大企 業よりも割高 になること

は避 けられない。下手をすると、大 口ユーザーへの割引価 格提供 のしわ寄せを

食 い、現在 より高い料金を強いられる可能性 が考えられないわけではない。こ

のように、電気通信 事業への市場原理の全般 的な導入 が、中小企業 に厳 しい

結果 をもたらす可能性があることは否定できない。
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